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まえがき 

 

この技術基準は、一般財団法人日本自動車研究所（JARI）が国立研究開発法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構（NEDO）からの委託事業*１において作成した技術基準「圧

縮水素スタンドの配管等の有効熱容量測定の性能評価基準」を JPEC「水素インフラに係

る自主基準の制定・維持管理事業」において、2023 年 4 月 4 日に当センターの技術基準

として制定したものである。*2 

 

*1：「超高圧水素インフラ本格普及技術研究開発事業／水素ステーションのコスト低減等に

関連する技術開発／本格普及期に向けた次世代ステーション・充填技術の研究開発」 

*2：当センターにて規格化(JPEC-S)していただきたいという JARI からの依頼を受けたも

の  
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この基準に関する質問等について 

 

1. 技術的内容に関わる質問 

この基準を使用するにあたって、規定について不都合があり改正が必要と考えられる場

合、追加の規定が必要と思われる場合、又は規定の解釈に関して不明な点がある場合には、

以下の方法に従って技術的質問状を提出してください。技術的質問状は、一般財団法人石油

エネルギー技術センターの公正性、公平性、公開性を原則とする技術基準策定プロセスを用

いて運営される委員会又は分科会（以下、「委員会等」という。）により検討された後、書面

にて回答されます。 

 

1.1 技術的質問状の作成方法 

1.1.1 必要事項 

技術的質問状には、以下の事項について明確に示してください。 

a）質問の目的 

下記の中の一つを明示してください。 

1）現状の基準の規定の改正 

2）新しい規定の追加 

3）解釈 

b）背景の情報 

一般財団法人石油エネルギー技術センター及びその委員会等が、質問の内容について

正しく理解するために必要な情報を提供してください。また、質問の対象となっている基

準の名称、発行年、該当箇所を明示してください。 

c）補足説明の必要性 

技術的質問状を提出する人は、その内容に関してさらに詳細な説明をするため、又は委

員会等の委員から受けるであろう質問に関しての説明を行うため、委員会等の会議に出

席することができます。 

当該説明の必要がある場合には、その旨明記してください。 

 

1.1.2 書式 

a）基準の規定の改正又は追加の場合 

基準の改正又は追加に関する質問を提出する場合には、下記の項目を記してください。 

1）改正又は追加の提案 

改正又は追加の提案を必要とする基準の該当規定を明確にするため、該当部分の

コピーに手書き等で明示するなど、できるだけわかりやすく示したものを添付して

ください。 

2）必要性の概要説明 



 

 

改正又は追加の必要性を簡単に説明してください。 

3）必要性の背景の情報 

一般財団法人石油エネルギー技術センター及びその委員会等が提案された改正又は

追加について、十分に評価し検討できるように、その提案の根拠となる技術的なデータ

等の背景情報について提供してください。 

b）解釈 

解釈に関する質問を提出する場合には、下記の事項を記してください。 

1）質問 

解釈を必要とする規定について明確にし、できるだけ簡潔な表現を用いて質問の

提出者の当該規定に関する解釈が正しいか又は正しくないかを尋ねる形式の文章に

より提出してください。 

2）回答案 

解釈に関する質問を提出する人が、上記 1）に対する回答案がある場合には、“はい”

又は“いいえ”に加えて簡単な説明又はただし書きを付した形式の回答案を付してくだ

さい。 

3）必要性の背景の情報 

一般財団法人石油エネルギー技術センター及びその委員会等が提案された解釈に関

する質問について、十分に評価し検討できるように、その提案の背景を示してください。 

 

1.1.3 提出形式 

技術的質問状は原則ワープロ等で作成し、必要に応じて明瞭な手書きの書類等を添付し

てください。技術的質問状には、質問者の名前、所属先名称、住所、電話番号、FAX 番号、

電子メールアドレスを明記し、下記宛に電子メール、FAX 又は郵送により送付してくださ

い。なお、提出された情報（個人情報も含む）は、一般財団法人石油エネルギー技術センタ

ー及びその委員会等における必要な作業を行うために利用され、原則的に一般に公開する

委員会等において公表されることがあります。また、一般財団法人石油エネルギー技術セン

ター及びその委員会等から質問の内容について確認のための問い合わせを行う場合があり

ます。 

 

 

2. 技術的内容に関わる質問以外の質問 

技術的内容に関わる質問以外の質問については、一般財団法人石油エネルギー技術セン

ターの担当がお答えいたしますので、電子メール、FAX 又は郵送により下記宛にお問い合

わせください。 

 

 



 

 

3. 問い合わせ先及び技術的質問状の送付先 

この基準に関するご質問は下記までお間い合わせください。また、技術的質問状について

は書面で下記宛にお送り下さい。 

 

記 

 

一般財団法人石油エネルギー技術センター 水素エネルギー部 自主基準担当宛 

〒l05-0011 東京都港区芝公園 2-11-1 住友不動産芝公園ビル 5F 

Email : jpecstandard@pecj.or.jp 

TEL : 03-5402-8506      

FAX : 03-5402-8527 
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1 本規格の背景と目的 

水素社会の実現に向けて、圧縮水素スタンドの低コスト化が重要な課題となっている。従

来の水素充填プロトコルは、圧縮水素スタンドの構成部品類の熱容量等をワーストケース

想定として作成されている。従って、ワーストケースより熱容量の小さい構成部品類を使用

した圧縮水素スタンドでは、充填時の水素温度の上昇は抑制される。これは、過剰なプレク

ールを行っていることを意味しており、この点を適切にすることで、充填時間を延長するこ

となくプレクール温度の緩和（より高い温度での水素供給）が可能である。プレクール温度

の緩和は、冷凍機の導入費用および使用時の電気代の低減を可能とし、圧縮水素スタンドの

低コスト化につながるものである。 

プレクール温度の緩和を実現するには、圧縮水素スタンドの構成部品類の熱容量を正確

に把握する必要がある。構成部品類の性能に基づくプレクール温度の緩和を考慮した水素

充填プロトコルを使用することで、適切な水素充填が実現可能となる。 

本規格では、プレクール温度の緩和を実現するため、圧縮水素スタンドに用いられる構成

部品類の熱容量を正確に求めることを目的とし、構成部品類の熱容量に関する性能評価の

試験法を定める。 

 

2 適用範囲 

この規格で定めている性能評価の試験法は、定置式・移動式、第一種・第二種の圧縮水素

スタンドの充填ホースとディスペンサーの筐体との接続部近傍に設置した供給燃料温度セ

ンサー以降に設置される構成部品類に適用される。 

 

3 用語の定義 

3.1 構成部品類 

2 適用範囲で定める構成部品類は充填ホース、緊急離脱カプラー、充填ノズル、配管等と

する。充填ノズルは、車側のレセプタクルに接続することが必須であるため、充填ノズルと

レセプタクルは一体として扱う。 

3.2 試験流体 

評価試験に使用する流体で、水素を想定している。水素の Joule-Thomson 係数と定圧比

熱を付録 A と B にそれぞれ示す。 

3.3 外部由来の有効熱量 

評価試験時に構成部品類が外部から受ける熱のうち、実際に試験流体の温度上昇に寄与

した熱量で、部品の表面積と熱伝達率の積で表せる物理量の有効値。計測値から計算で求め



 

2 

 

られる。 

3.4 部品等の有効熱容量 

温度センサー間に設置する部品等（評価対象の構成部品類およびその他の継手等）が初期

状態で保有していた熱のうち、評価試験時に実際に試験流体の温度上昇に寄与した熱容量

で、部品等の質量と比熱の積で表せる物理量の有効値。計測値から計算で求められる。 

3.5 部品等の SUS換算の有効質量 

3.4 で示す部品等の有効熱容量を 3.21 で示す SUS の比熱で除した値。 

3.6 継手等の質量 

温度センサー間に設置する評価対象の構成部品類以外の継手等の合計質量。継手等は

SUS 製とし、なるべく軽量で短くして影響を小さくする。試験流体に直接暴露しない付属

物は除く。なお、3.1 で示すように車側のレセプタクルは継手等に含めない。6.1 で示す作

業によって求められる。 

3.7 継手等の有効質量 

3.6 で示す継手等の質量の有効値で、継手等の質量の 70%とする。 

3.8 部品の SUS換算の有効質量 

3.5 で示す部品等の SUS 換算の有効質量から 3.7 で示す継手等の有効質量を引いた値で、

本規格の評価値である。 

3.9 Joule-Thomson 係数 

気体の膨張時に温度が変化する現象を Joule-Thomson 効果と呼ぶ。一般的に、Joule-

Thomson 効果による温度変化Δ𝑇と圧力変化Δ𝑝には比例関係があり、その比例定数を Joule-

Thomson 係数𝜇𝐽𝑇と呼ぶ。Joule-Thomson 係数𝜇𝐽𝑇は、温度と圧力の近似式で求められる。

付録 A に水素の Joule-Thomson 係数の近似式を示す。 

Δ𝑇 ≅ 𝜇𝐽𝑇Δ𝑝 (1) 

3.10 環境温度（初期温度） 

評価試験時の外気温で、温度センサー間に設置する評価対象の構成部品類およびその他

の継手等の初期温度とする。構成部品類の近傍に設置した温度センサーにより測定する。

3.14 で示す定常出口温度よりも十分高い温度とする。 

3.11 入口温度 

評価対象の構成部品類に対する上流側の試験流体の温度で、温度センサーにより測定す

る。 
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3.12 出口温度 

評価対象の構成部品類に対する下流側の試験流体の温度で、温度センサーにより測定す

る。 

3.13 出口温度の補正値 

Joule-Thomson 効果による温度変化を考慮して、試験流体の 3.12 で示す出口温度を補正

した値。 

3.14 定常出口温度 

3.12 で示す出口温度が温度平衡の定常状態に達した時の 30 秒間の平均温度。定常状態の

判断基準は、3.11 で示す入口温度と 3.13 で示す出口温度の補正値の差の 30 秒間の変動幅

が 0.3℃以下とする。 

3.15 定常出口温度の補正値 

Joule-Thomson効果による温度変化を考慮して、3.14で示す定常出口温度を補正した値。 

3.16 部品表面の温度 

3.11 で示す入口温度と 3.12 で示す出口温度の平均値。部品表面を代表する温度を計測す

ることが難しいため、平均値で近似する。 

3.17 入口圧力 

評価対象の構成部品類に対する上流側の試験流体の圧力で、圧力センサーにより測定す

る。 

3.18 出口圧力 

評価対象の構成部品類に対する下流側の試験流体の圧力で、圧力センサーにより測定す

る。 

3.19 質量流量 

試験流体が単位時間あたりに流れる質量で、流量計により測定する。 

3.20 試験流体の定圧比熱 

単位質量あたりの試験流体が、1K 上昇するために必要な熱量。一般的に温度と圧力の近

似式で求められる。付録 B に水素の定圧比熱の近似式を示す。気体では定圧比熱と定容比

熱が示される事が多いが、この評価試験では収縮膨張が制限される定容状態ではないので

定圧比熱を用いる。 

3.21 SUS の比熱 

3.5 で示す部品等の SUS 換算の有効質量を求める時に使用する SUS の比熱は、500 J/(kg 

K)の一定値とする。 
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3.22 試験流体に移動する外部由来の熱量 

評価試験時に構成部品類が外部から受ける熱のうち、実際に試験流体の温度上昇に寄与

した単位時間あたりの熱量。計測値から計算で求められる。 

3.23 試験流体に移動する部品等の熱量 

温度センサー間に設置する評価対象の構成部品類およびその他の継手等が初期状態で保

有していた熱のうち、評価試験時に実際に試験流体の温度上昇に寄与した単位時間あたり

の熱量。計測値から計算で求められる。 

3.24 試験流体に移動する熱量 

評価試験時に試験流体が受ける単位時間あたりの熱量。試験流体に移動する外部由来の

熱量と試験流体に移動する部品等の熱量の和。 

3.25 試験流体に移動する外部由来の総熱量 

評価試験時に構成部品類が外部から受ける熱のうち、実際に試験流体の温度上昇に寄与

した総熱量。3.22 で示す試験流体に移動する外部由来の熱量を時間積分した値。 

3.26 試験流体に移動する部品等の総熱量 

温度センサー間に設置する評価対象の構成部品類およびその他の継手等が初期状態で保

有していた熱のうち、評価試験時に実際に試験流体の温度上昇に寄与した総熱量。3.23 で

示す試験流体に移動する部品等の熱量を時間積分した値。 

3.27 試験流体に移動する総熱量 

評価試験時に試験流体が受ける総熱量。3.25 で示す試験流体に移動する外部由来の総熱

量と 3.26 で示す試験流体に移動する部品等の総熱量の和。 
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4 記号及び単位 

この規格で使用する記号及び単位を表 1 に示す。 

 

表 1 記号及び単位 

参照箇

条番号 
名称 記号 SI 単位 

3.3 外部由来の有効熱量 𝐴ℎ W/K 

3.4 部品等の有効熱容量 𝑀𝐶 J/K 

3.5 部品等の SUS 換算の有効質量 𝑀𝑆𝑈𝑆 kg 

3.6 継手等の質量 𝑀0 kg 

3.7 継手等の有効質量 𝑀0𝑒𝑓𝑓
 kg 

3.8 部品の SUS 換算の有効質量 𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡 kg 

3.9 Joule-Thomson 係数 𝜇𝐽𝑇 K/Pa 

3.10 環境温度（初期温度） 𝑇𝑎𝑚𝑏 K 

3.11 入口温度 𝑇𝑖𝑛 K 

3.12 出口温度 𝑇𝑜𝑢𝑡 K 

3.13 出口温度の補正値 𝑇𝑜𝑢𝑡
′  K 

3.14 定常出口温度 𝑇𝑒𝑞 K 

3.15 定常出口温度の補正値 𝑇𝑒𝑞
′  K 

3.16 部品表面の温度 𝑇𝑠 K 

3.17 入口圧力 𝑝𝑖𝑛 Pa 

3.18 出口圧力 𝑝𝑜𝑢𝑡 Pa 

3.19 質量流量 𝑚̇ kg/s 

3.20 試験流体の定圧比熱 𝐶𝑔 J/(kg K) 

3.21 SUS の比熱 𝐶𝑆𝑈𝑆 J/(kg K) 

3.22 試験流体に移動する外部由来の熱量 𝑞𝑜𝑢𝑡 W 

3.23 試験流体に移動する部品等の熱量 𝑞𝑝𝑎𝑟𝑡 W 

3.24 試験流体に移動する熱量 𝑞𝑖𝑛 W 

3.25 試験流体に移動する外部由来の総熱量 𝑄𝑜𝑢𝑡 J 

3.26 試験流体に移動する部品等の総熱量 𝑄𝑝𝑎𝑟𝑡 J 

3.27 試験流体に移動する総熱量 𝑄𝑖𝑛 J 
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5 試験装置 

概要を図 1 に示す。測定対象の構成部品類の前後に温度センサーと圧力センサーを設置

する。構成部品類の前後の継手等は SUS 製とし、表面は断熱材で覆って外部からの熱の影

響を小さくする。流量計はプレクーラの上流、または出口の温度センサーと圧力センサーの

後方に設置する。構成部品類の近傍に外気温を測定する温度センサーを設置する。空気の流

れが構成部品類への熱伝達に大きく影響を与えるため、風の影響が少なくなるような措置

をとる。 

温度センサーの許容誤差は 0.15℃（白金測温抵抗体のクラス A（JIS C1604:2013））、圧力

センサーの許容誤差は 0.5MPa 以下とする。流量計の精度は 2%以下とする。 

 

 

図 1 試験装置の概要 

 

6 試験手順 

評価値である外部由来の有効熱量𝐴ℎと部品の SUS 換算の有効質量𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡を求めるための

試験および計算の手順を示す。最終の評価値は、3 回以上の試験で得られた値を統計的に処

理したものとする。 

 

6.1 質量の計測 

質量の計測の精度は１g 以下とする。 

温度センサー間に設置されている測定対象の構成部品類以外の継手等の質量𝑀0を計測す

る。温度センサーの継手は、接続位置を考慮して継手の質量を調整する。例えば、継手の中

央部に温度センサーが接続する場合は、半分の値とする。𝑀0から継手等の有効質量𝑀0𝑒𝑓𝑓
を

求める。なるべく継手等は少なくする。 

𝑀0𝑒𝑓𝑓
= 0.7𝑀0 (2) 

なお、充填ノズルの試験では、車側のレセプタクルに接続することが必須であるため、レ

セプタクルの質量は考慮せず充填ノズルとレセプタクルを一体として扱う。 
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6.2 模擬充填 

環境温度を記録し、試験流体を流して模擬充填を開始する。プレクールは、定常状態で環

境温度との差が 30℃以上、かつ定常状態の温度が−10℃以下になるように実施する。また、

充填開始直後の 3 秒間で 40℃以上低下しないように調整（例えば、入口温度センサー上流

側に余分な配管や継手等を設置）する。流量は、充填開始後 5 秒以内に 900g/min 以上に到

達するように制御し、出口温度が定常状態に達するまで平均 900g/min 以上の一定値（±

100g/min）に保持する。流量、温度、圧力の変化を計測（1Hz 以上）する。出口温度が、

定常温度に達するまで模擬充填を継続する。 

6.3 評価値の計算 

模擬充填では、温度センサー間の部品等が保有していた熱エネルギーが試験流体に移動

することで、プレクールされた試験流体の温度は上昇する。また、外部環境からの熱エネル

ギーが部品等を経由して試験流体に移動することでも、試験流体の温度は上昇する。一方、

試験流体が構成部品類を通過するときに、Joule-Thomson 効果による温度変化が生じる。こ

れらの３つの影響を考慮しなければならない。 

 

 

図 2 測定結果サンプル 

図 2 に模擬充填で得られた測定結果のサンプルを示す。模擬充填の開始とともに𝑇𝑖𝑛と

𝑇𝑜𝑢𝑡は環境温度から低下し、210 秒付近で𝑇𝑜𝑢𝑡は定常状態に達したと判断できる。この定常

状態では、部品等の温度も定常に達しており、試験流体の温度上昇は外部環境からの熱エネ

ルギーによるものとみなせる。図 1 の温度センサー間の継手等は断熱材で覆っていること

から、継手等への外部環境からの熱エネルギーの移動は無視することができる。 

構成部品類を経由して試験流体に移動する外部由来の熱量𝑞𝑜𝑢𝑡は、以下の式で示される。

𝑞𝑜𝑢𝑡は環境温度と構成部品類の表面温度の差に比例するが、構成部品類には複雑な形状のも

のもあり表面温度を計測して定義することが難しいこともあるため、ここでは試験流体の

平均温度を表面温度とする。 
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𝑞𝑜𝑢𝑡 = 𝐴ℎ(𝑇𝑎𝑚𝑏 − 𝑇𝑠) (3) 

定常状態で試験流体が受ける熱は、Joule-Thomson 効果を考慮した定常出口温度の補正

値𝑇𝑒𝑞
′ を用いて以下の式で示される。 

𝑞𝑖𝑛 = 𝑚̇𝐶𝑔(𝑇𝑒𝑞
′ − 𝑇𝑖𝑛) (4) 

定常状態では、𝑞𝑜𝑢𝑡 = 𝑞𝑖𝑛が成り立つため、外部由来の有効熱量𝐴ℎは、式(3)と(4)から以

下の式で示される。 

𝐴ℎ = 𝑚̇𝐶𝑔

𝑇𝑒𝑞
′ − 𝑇𝑖𝑛

𝑇𝑎𝑚𝑏 − 𝑇𝑠
 (5) 

ここで、𝐴ℎは定常状態の 30 秒平均として式(6)で求める。𝑡𝑒𝑞は定常状態の始まりの時刻

を示す。 

𝐴ℎ =
1

30
∑ 𝑚̇𝑛𝐶𝑔,𝑛

𝑇𝑒𝑞,𝑛
′ − 𝑇𝑖𝑛,𝑛

𝑇𝑎𝑚𝑏,𝑛 − 𝑇𝑠,𝑛

𝑡𝑒𝑞+30

𝑛=𝑡𝑒𝑞

 (6) 

 

 

図 3 計算結果サンプル 

 

図 2 の計測値から計算で求められる各種の値を図 3 に示す。式(6)で求められた外部由

来の有効熱量𝐴ℎを式(3)に代入することで、試験流体に移動する外部由来の熱量𝑞𝑜𝑢𝑡が求ま

る。試験流体に移動する熱量𝑞𝑖𝑛は、式(7)で示される。定常状態では𝑇𝑜𝑢𝑡
′ = 𝑇𝑒𝑞

′ が成り立つの

で式(7)は式(4)となる。 

𝑞𝑖𝑛 = 𝑚̇𝐶𝑔(𝑇𝑜𝑢𝑡
′ − 𝑇𝑖𝑛) (7) 
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試験流体に移動する部品等の熱量𝑞𝑝𝑎𝑟𝑡は、式(8)で示される。 

𝑞𝑝𝑎𝑟𝑡 = 𝑞𝑖𝑛 − 𝑞𝑜𝑢𝑡 (8) 

試験流体に移動する外部由来の総熱量𝑄𝑜𝑢𝑡、試験流体に移動する𝑄𝑝𝑎𝑟𝑡、試験流体に移動

する総熱量𝑄𝑖𝑛は、それぞれ𝑞𝑜𝑢𝑡、𝑞𝑝𝑎𝑟𝑡、𝑞𝑖𝑛の時間積分値を示すので、式(9)となる。 

𝑄𝑝𝑎𝑟𝑡 = 𝑄𝑖𝑛 − 𝑄𝑜𝑢𝑡 (9) 

𝑄𝑖𝑛と𝑄𝑜𝑢𝑡は、式(7)と式(3)を時間積分することで、それぞれ式(10)と式(11)から求まる。 

𝑄𝑖𝑛 = ∑ 𝑚𝑛̇ 𝐶𝑔,𝑛(𝑇𝑜𝑢𝑡,𝑛
′ − 𝑇𝑖𝑛,𝑛)

𝑡𝑒𝑞+30

𝑛=0

 (10) 

𝑄𝑜𝑢𝑡 = ∑ 𝐴ℎ𝑛(𝑇𝑎𝑚𝑏,𝑛 − 𝑇𝑠,𝑛)

𝑡𝑒𝑞+30

𝑛=0

 (11) 

定常状態では図 3 に示すように𝑞𝑜𝑢𝑡 = 𝑞𝑖𝑛となるため、式(9)の𝑄𝑝𝑎𝑟𝑡は一定値に収束する。

従って、部品等の有効熱容量𝑀𝐶は以下の式から、定常状態で収束した𝑄𝑝𝑎𝑟𝑡を用いて求めら

れる。 

𝑀𝐶 =
𝑄𝑝𝑎𝑟𝑡

𝑇𝑎𝑚𝑏 − 𝑇𝑝𝑎𝑟𝑡
′  

𝑇𝑝𝑎𝑟𝑡
′ =

𝑇𝑖𝑛 + 𝑇𝑒𝑞
′

2
 

(12) 

ここで、𝑇𝑝𝑎𝑟𝑡
′ は、部品の定常状態の温度であり、定常状態の入口温度と定常出口温度の補

正値の平均値とする。𝑇𝑎𝑚𝑏は、全測定値の平均とする。 

SUS の比熱𝐶𝑆𝑈𝑆を用いて、以下の式で部品等の SUS 換算の有効質量𝑀𝑆𝑈𝑆を求める。 

𝑀𝑆𝑈𝑆 =
𝑀𝐶

𝐶𝑆𝑈𝑆
 (13) 

𝑀𝑆𝑈𝑆から式(2)で示される継手等の有効質量 𝑀0𝑒𝑓𝑓
を引くことで、部品の SUS 換算の有効

質量𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡を求める。 

𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡 = 𝑀𝑆𝑈𝑆 − 𝑀0𝑒𝑓𝑓
 (14) 

 

𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡は定常状態で一定の値に収束する傾向を示すが、測定の不確かさが含まれる。測定
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の不確かさを考慮するため、最終の評価値は𝑁回の試験で得られた𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡を統計処理した結

果から求める。𝑁は、𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡が正規分布かどうかを確認するのに十分な回数として 3 回以上

とする。各回の試験結果において、定常状態の時間範囲の位置を変更することで𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡の分

布が得られ、これらを𝑁回分合計した分布が正規分布に近似できることを確認し、正規分布

の平均値𝜇に標準偏差𝜎の 2 倍を足した𝜇 + 2𝜎を最終の評価値とする。正規分布の特徴から

𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡は、𝜇 + 2𝜎以下の範囲に約 97.8%の確率で含まれる。約 2.2%の確率で𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡が安全上

問題になるが、実用的には複数の部品の𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡を足して利用するため、最終の評価値として

𝜇 + 2𝜎を𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡とすることで、全体の𝑀𝑝𝑎𝑟𝑡が安全上問題になる確率は十分低くなる。 

 

7 試験成績の表示 

すべての測定結果および計算結果は、試験者（代理機関）によって表にまとめる。 

 

8 規格適合表示 

この規格に適合することを、試験報告書、カタログ及び販売資料において、記述する場合

は次の文言を用いる。 

「この機器の有効熱容量は、JPEC-S 0012（圧縮水素スタンドの配管等の有効熱容量測定

の性能評価基準）に適合する」 
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付録 A 水素の Joule-Thomson 係数の近似式 

圧力𝑝[MPa]（絶対圧力）と温度𝑇[K]の 3 次関数として、水素の Joule-Thomson 係数

[K/MPa]の近似式を以下に示す。5～35MPa、230～330K の範囲のデータ[1]をもとに近似し

ている。 

𝜇𝐽𝑇 = (𝑎33𝑝3 + 𝑎23𝑝2 + 𝑎13𝑝 + 𝑎03)𝑇3 

+(𝑎32𝑝3 + 𝑎22𝑝2 + 𝑎12𝑝 + 𝑎02)𝑇2 

+(𝑎31𝑝3 + 𝑎21𝑝2 + 𝑎11𝑝 + 𝑎01)𝑇1 

+(𝑎30𝑝3 + 𝑎20𝑝2 + 𝑎10𝑝 + 𝑎00) 

(15) 

𝑎33 = 9.7075𝐸 − 13 𝑎23 = −9.3936𝐸 − 11 𝑎13 = 3.5324𝐸 − 9 𝑎03 = −4.6598𝐸 − 8 

𝑎32 = −9.4878𝐸 − 10 𝑎22 = 9.3598𝐸 − 8 𝑎12 = −3.6078𝐸 − 6 𝑎02 = 4.9583𝐸 − 5 

𝑎31 = 3.1340𝐸 − 7 𝑎21 = −3.1887𝐸 − 5 𝑎11 = 1.2808𝐸 − 3 𝑎01 = −1.9077𝐸 − 2 

𝑎30 = −3.4747𝐸 − 5 𝑎20 = 3.7353𝐸 − 3 𝑎10 = −1.6150𝐸 − 1 𝑎00 = 2.2225 

付録 B 水素の定圧比熱の近似式 

圧力𝑝[MPa]（絶対圧力）と温度𝑇[K]の 3 次関数として、水素の定圧比熱𝐶𝑔[J/(kg K)]の

近似式を以下に示す。5～35MPa、230～330K の範囲のデータ[1]をもとに近似している。 

𝐶𝑔 = (𝑎33𝑝3 + 𝑎23𝑝2 + 𝑎13𝑝 + 𝑎03)𝑇3 

+(𝑎32𝑝3 + 𝑎22𝑝2 + 𝑎12𝑝 + 𝑎02)𝑇2 

+(𝑎31𝑝3 + 𝑎21𝑝2 + 𝑎11𝑝 + 𝑎01)𝑇1 

+(𝑎30𝑝3 + 𝑎20𝑝2 + 𝑎10𝑝 + 𝑎00) 

(16) 

𝑎33 = −1.4784𝐸 − 12 𝑎23 = 1.5133𝐸 − 10 𝑎13 = −4.4926𝐸 − 9 𝑎03 = 9.1360𝐸 − 8 

𝑎32 = 1.6798𝐸 − 9 𝑎22 = −1.7535𝐸 − 7 𝑎12 = 5.4004𝐸 − 6 𝑎02 = −1.1084𝐸 − 4 

𝑎31 = −6.4831𝐸 − 7 𝑎21 = 6.9635𝐸 − 5 𝑎11 = −2.2718𝐸 − 3 𝑎01 = 4.5448𝐸 − 2 

𝑎30 = 8.5552𝐸 − 5 𝑎20 = −9.6069𝐸 − 3 𝑎10 = 3.4540𝐸 − 1 𝑎00 = 8.1835 
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付録 C 試験成績書の様式例 

 

性能試験成績書 

試験者 株式会社〇〇  

住所 〇〇  

構成部品類 〇〇  

識別番号 型式  

試験方法 圧縮水素スタンドの構成部品類の性能評価法  

試験年月日 〇〇年〇〇月〇〇日  

実施場所 〇〇  

試験流体 水素  

   

性能評価値   

  環境

温度 

℃ 

定常時の平

均質量流量 

g/min 

定常時の

入口温度 

℃ 

定常時の

出口温度 

℃ 

外部由来

の有効熱

量 W/K 

部品の SUS

換算の有効

質量 kg 

 

 1        

 2        

 3        

 平均        

 標準偏差 - - - - -   

 評価値 - - - - -   

         

         

 この機器の性能は、JPEC-S 0012（圧縮水素スタンドの配管等の有効熱容量測定の 

性能評価基準）に適合した方法で測定されており、本性能評価値は JPEC-S 0003（MC-

MM 方式）での制御に用いることができる。 
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